
令和５年（１～３月）あさひかわ商工会  

小規模事業者景況調査報告書（第２９号） 

●北海道経済概況の推移（経済産業省北海道経済産業局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

●道北経済概況の推移（財務省北海道財務局旭川財務事務所） 

 令和４年１１月 令和５年２月 

総 括 判 断  持ち直しつつある。 持ち直しつつある。 

個 人 消 費  一部に弱さが見られるものの、緩やか
に持ち直しつつある。 

物価上昇の影響がみられるなか、緩やか
に持ち直しつつある。 

観 光 持ち直している。 持ち直している。 

公 共 事 業  前年を下回る。 前年を下回る。 

住 宅 建 設  弱い動きとなっている。 弱い動きとなっている。 

雇 用 情 勢  持ち直しの動きがみられる。 持ち直しの動きがみられる。 

 

●中小企業景況調査（独立行政法人 中小企業基盤整備機構） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １２月 ３月 

総 括 判 断  持ち直しの動きに弱さがみられる 持ち直しの動きがみられる 

生 産 活 動  弱含みとなっている 弱い動きとなっている 

個 人 消 費  持ち直しの動きがみられる 持ち直している 

観 光 緩やかに改善している 緩やかに改善している 

公 共 工 事  減少した 減少した 

住 宅 建 設  一部に弱さが残るものの、持ち直しの動

きがみられる 

持ち直しの動きに弱さがみられる 

民間設備投資  増加している 増加している 

雇 用 動 向  緩やかに持ち直しの動きがみられる 緩やかに持ち直しの動きがみられる 

企 業 倒 産  件数、負債総額とも増加した 件数、負債総額とも増加した 

１ 

 

２０２３年１－３月期の全産業

の業況判断ＤＩは、（前期

▲22.9→）▲13.7（前期差9.2ポ

イント増）となり、３期ぶりにマ

イナス幅が縮小した。 

産業別にみると、製造業の業況

判断ＤＩは、（前期▲19.2→）

▲13.6（前期差5.6ポイント増）

と、３期ぶりにマイナス幅が縮小

した。また、非製造業の業況判断

ＤＩは、（前期▲24.0→）▲14.1

（前期差9.9ポイント増）と３期

ぶりにマイナス幅が縮小した。 



 

●あさひかわ商工会では、地域内小規模事業者の「景況確認」についての調査を令和５年１月１日～令

和５年３月３１日までの期間実施し、その概要を以下のとおりまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高 DI ＝ 売上増加企業割合 － 売上減少企業割合 
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業種別売上高ＤＩ値の推移

製造業 建設業 卸小売業 飲食業 生活関連サービス業 その他サービス業

全業種の売上高ＤＩ値は、△25 と前回調査より 10ポイント減少した。 

業種別には、製造業が△40 ポイントと前回調査時と同じであった。建設業は、△73 ポイント（66 ポイントの減

少）、卸小売業は、△47 ポイント（66 ポイントの減少）、飲食業は、75 ポイント（138 ポイントの増加）、生活関

連サービス業は、△25 ポイント（25ポイントの減少）、その他サービス業は、13 ポイント（51ポイントの増加）

となった。 

全業種 DI  △２５ 

個人事業所 ４０ 件 

法人事業所  １９ 件 

合 計 ５９ 件 

 

業 種 件 数 

製造業 ５ 件 

建設業  １５ 件 

卸小売業 １５ 件 

飲食業 ８ 件 

生活関連サービス業 ８ 件 

その他サービス業 ８ 件 

合 計 ５９ 件 
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卸小売業
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新たな時代へ向けた事業の見直しと地域内連携（小規模企業白書より） 

 
３．事業見直しの効果 

 前項では、売上減少を契機として実施した事業見直しの取組実態について明らかにした。本項では、小規

模事業者が実施した事業見直しの効果について、事業計画書の作成や支援機関の活用を含めた複数の視点か

ら分析する。 

① 業績以外の経営への効果 

第 2-1-20図は、事業見直しの実施による経営への効果を確認したものである。これを見ると、「自身

の事業を見つめ直す機会となった」と回答した小規模事業者が 49.1％と最も高く、次いで「新たな取引

が生まれた」が 40.6％、「支援機関とのつながりができた」が 35.0％、「既存取引先との関係性の強化に

つながった」が 23.1％と続いている。これらの回答結果から、事業見直しの実施を通じて、他社との関

係性の構築や強化につながった可能性があることがうかがえる。 
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② 売上高の変化と今後の売上への期待度 

 始めに、事業見直しを実施した小規模事業者と実施していない小規模事業者の売上高の変化を確認す

る。第 2-1-21図は、2020年に事業見直を開始した小規模事業者の 2020年と 2021年の売上高の変化を示

したものである。それに対して第 2-1-22図は、事業見直しを実施していない小規模事業者の 2020年と

2021年の売上高の変化を示したものである。この二つを比較すると、2020年に事業見直しを開始した小

規模事業者の方が 2021年の売上高が改善している傾向にあることが確認できる。また、2020年の売上高

が 2019年比「50未満」であった小規模事業者の 2021年の売上高を確認すると、2020年に事業見直しの

取組を開始した小規模事業者では、35.5％が改善しており、事業見直しを実施していない小規模事業の

22.8％と比べて、改善率が高いことが分かる。 
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次に、事業見直しを実施した取組の数により、今後の売上げへの期待度に変化があるかを確認する。第 2-1-23

図は、第 2-1-10 図で示した事業見直しの具体的な取組内容の取組数別に、今後の売上への期待度を確認したもの

である。これを見ると、取組数が多いほど今後の売上げへの期待度が高まっていることが分かる。複合的に事業

見直しの取組を進めることで今後の売上げへの期待感につながっていることがうかがえる。 

 

③ 事業計画書の作成と支援機関の活用 

第 2-1-24 図は、事業見直しの際の事業計画書の作成有無について確認したものである。これを見ると、約半

数の小規模事業者が事業見直しの実施の際に事業計画書を作成したことが見て取れる。 
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８ 

 

 第 2-1-25 図は、事業計画書の作成有無別に、事業見直しの実施による経営への効果を確認したものである。

これを見ると、事業計画書を作成した小規模事業者の方が、作成していない小規模事業者に比べ、多くの項目で

回答割合が高くなっていることが分かる。特に、「自身の事業を見つめ直す機会となった」、「新たな取引が生ま

れた」、「支援機関とのつながりができた」、「自社の経営資源を把握できた」の四つの項目においては、事業計画

書のさ作成有無による効果の差が大きいことが見て取れる。 

 

 


